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※本資料に記載されている写真は全て実際の現場で撮影されたものです。

東日本電信電話株式会社



被災者生活再建支援業務のボトルネック
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ボトルネック３
り災証明発行に膨大

な時間がかかる

ボトルネック２
調査票をデータ化

するのが大変
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・⾧年の被災地での研究の結果、以下のボトルネックがあることがわかった



建物被害認定調査トレーニング

１．専門家による建物被害認定調査研修 ２．庁内の人材育成に向けた研修教材の提供

ボトルネック1
建物被害
認定調査

3

・多くの被災地での実績をもとに、現場に即した建物被害認定調査研修を実施
・標準手法により多くの調査員を育成し、災害時に至急必要となる調査員の不足を解消
※システムの整備だけなく、人材の育成が重要



内閣府の調査指針に準拠し、被災地で
の活用をもとに改良した調査票

（裏面）内閣府調査指針をフローチャート化
（表面）
調査家屋を地図上に記録

ボトルネック1
建物被害
認定調査
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・多くの被災地での実績をもとに、改良を重ねて進化した調査票
・フローに従って簡単に被害判定が可能、多くの調査員を確保できる。
・他自治体からの応援職員も速やかに調査できる。



建物被害認定調査
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平成24年京都府南部地域豪雨災害

ボトルネック1
建物被害
認定調査
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[建物被害認定調査モバイルシステム]

ボトルネック2
調査結果
データ化

・被災地で活用が進んでいるスマホやタブレット等のモバイルを利用した建物被害認定調査
・多くの被災地での実績をもとに、改良を重ねて進化した調査票にもとづく設計

2,691

213

●住家被害認定調査をスマホやタブレットでも実現
・調査位置の保存
・調査写真の保存
・調査結果の保存
・ダッシュボードによる調査管理

調査結果データ化



り災証明書の例
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②家屋
（何に）

③被害
（どんな被害が）

①住民
（誰の）

ボトルネック３
り災証明発行
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・り災証明書の発行のために必要な３情報（住基情報・家屋情報・調査結果）の名寄せ
を位置情報を使って迅速に実施
・地図上の名寄せは（テキスト上の名寄せと比較し）作業時間の短縮、ミスのない作業の
実現に必須な機能

住民ポイント

家屋ポイント り災証明発行

住基情報
（誰が）

調査結果
（どの程度の）

家屋情報
（どこで）

共通キー
が無い

り災証明書

調査ポイント

空間的突合

住基情報 家屋情報 調査結果情報

位置情報化

り災証明発行システム ボトルネック３
り災証明発行

研究成果による手法
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ボトルネック④～被災者台帳～ ボトルネック4
被災者台帳



支援業務情報

ボトルネック4
被災者台帳
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被災者への各種支援業務（支援金や自治体独自の支援策等）を各課横断的に
管理でき、支援対象者の特定や被災者に対する支援漏れを無くし、質の高い被災
者台帳を作成

被災者台帳システムを活用した支援
業務の管理

被災者情報

り災情報

被災世帯



11

被災者生活再建支援システムにおける
被災地での活用実績



被災したユーザ様の現地ご支援率100%です。これからも100%を目
指します

他に類をみない被災地実績
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2004
中越地震
小千谷市

2007
能登半島沖

輪島市

2007
中越沖地震

柏崎市

2013
大雨災害

豊島区

2012 
京都南部豪雨

宇治市

NHK2011
東日本大震災

岩手県

2013 京都
台風18号

京都市

2013 
台風26号

大島町

2016
熊本地震
16市町村

2016
台風10号

岩泉･宮古市

2014
大雨災害
福知山市

2016
駅前大火
糸魚川市

2018
大阪北部

池田・大山崎

2018
西日本豪雨
倉敷・岡山他

2018
北海道胆振地震
安平・厚真・むかわ

2019
山形県沖地震

村上市

地震
風水害
火災

産官学連携チームでの
被災地支援・研究及び
被災地での活用実績

2019 台風19号
⾧野市・郡山市・栃木
市・佐野市・岩手県・茨
城県・東京都・さいたま
市（26自治体活用）

2019
台風15号

市原市



応援受援の輪の広がり
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熊本地震における短期派遣職員数推移

総務省「大規模災害からの被災住民の生活再建を支援するための応援職員の派遣の在り方に関する研究会」報告書より

被災者生活再建支援

避難所運営など
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全国応援受援ネットワーク

 私たちは、産官学の全国応援受援ネットワークを
つくろうとしています。
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東京から
熊本への
システム貸与

東京から熊本への応援職員

新潟から安平町への応援職員

第1回
全国ユーザーカンファレンス



ユーザーカンファレンス
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第1回
(2019.10.9)
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<本件問い合わせ先>

東日本電信電話株式会社
ビジネスイノベーション本部
テクニカルソリューション部
第四プロジェクトエンジニアリンググループ 第一担当

TEL :03-6803-9056
MAIL:saiken-gm@east.ntt.co.jp


